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11適用の範囲

鉄道構造物の設計において，地震に対する構造計画および性能照査（以下，耐震設計とい

う）を行う場合には，本標準によるものとする．

ただし，特別な検討により，鉄道構造物が本標準に定める性能を満足することを確かめた場

合には，この限りではない．

【解説】

鉄道鱗造物の設計において，地震に対する構造計画および性能照査を行う場合には，本標準によるもの

とする．ただし，仮設構造物や簡易な構造物は本標準を適用しなくてよい．また，既設構造物の耐震性の

検討など，必要に応じて本標準を参考としてよい．

本標準では，鉄道の橋梁，高架橋，橋台，盛土，擁壁，開削トンネルおよびその他の特殊な条件下のト

ンネルを対象として，これらについての地震に対する性能の照査方法を規定している．ここで，擁壁およ

び盛土に関しては，重要度の高い場合や，地震の影響を受けやすい地形にあるなど耐震設計を行う必要の

ある擁壁と盛土を対象とする8特殊な条件下のトンネルとは，地震の影響を受けやすく耐震設計を行う必

要のあるシールドトンネルや山岳トンネルなどをいう（｢14.1一般」参照)．

「1.2用語の定義」に示すように鉄道構造物には，列車の走行空間を確保するための人工の工作物も含

まれる．例えば，線路上空建築物における列車走行空間を確保する階層部や跨線橋なども，地震に対して

所要の安全性を満足させる必要がある．この場合，本標準を準用するか，あるいは本標準と同等の安全性

が得られることが確認されている他の設計基準例えば')を適用してもよい．

また，専ら鉄道旅客の用に供するための人工の工作物に関しても，本標準を準用するのがよい．

地震に対する性能の照査において，本標準に定められていない事項については，各種織造物別に定めら

れている鉄道総造物等設計標準（｢12用語の定義」参照）による．また，地震時の列車の走行に係る性

能を照査する場合は，「鉄道構造物等設計標準・同解説（変位制限)」による．

模型実験や高度な解析等，工学的な方法で所要の性能を満足することを確かめた場合には，必ずしも本

標準によらなくてよいが，本標準の主旨を十分に尊重し，実状に適合するように行う必要がある．

性能照査に対する基本的な考え方は，「付属資料1－1性能照査に対する基本的考え方」に示す．

関連法令および本標準に記述されていない事項で参照すべき基準類のうち主なものを次に示す．

ﾛ』
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2章酎震設計の基本11

参考にしながら，その影響を受けないように路線計画するのがよい．ただし，その影響を受ける場合に

は，地盤調査結果などを参考に下部鱗造物の設置位置をよく検討するのがよい．

3）地震随伴事象として津波の影響が想定される場合には，国や地域の防災計画等を参考にしながら，

その影響を大きく受けないように路線計画するのが望ましい．やむを得ず，津波により構造物が影響を受

けると想定される場合には，現時点では未解明な部分も多いことから，今後の技術的動向を踏まえつつ，

津波の影響を受け難い構造形式に配慮するのが望ましい．

4）地震随伴事象として，余震の繰返しによる影響により描造物の損傷が進展する可能性がある．その

ため，想定地震に対する損傷をなるべく小さく抑えたり，残存耐力の高い材料や構造の採用を考えるとよ

い．

なお，数メートル級の大規模な地表断層変位や大規模な津波などに対しては，構造的な対応だけでは安

全性を確保できない場合があることは否定できない．そのような場合には，早期地震警報システムなどの

導入により，ソフト対策とハード対策を組み合わせて対処するのがよい．例えば，列車を安全な場所に早

期に停車させることや避難路を確保することで，人的な被害を受けないようにするなど，リスクの低減手

段を講じておくことが重要である．

凹盤変位量が大
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で，上部工の地
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参考文献

1）足立幸朗，庄司学：兵庫県南部地震で被災を受けた都市商速道路橋の復旧費に関する検討，土木学会地震工学論文染，
Vol､27,PP､1-4,2003.

2）常田賢一：土木鱗造物における地震断層の工学的対応に関する考察，土木学会論文集,No.752/1-66,pp.63-77,2004.1

3）安西綾子，室野剛隆，川西智浩，紺野克昭：断府交差角度に蒲目した橋梁の性能評価ノモグラムの開発，第13回日本地
震工学シンポジウム,pp.2361-2367,2010.
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2.3設計地震動

（1）設計地震動は，構造物に影響があると想定される地震動に基づいて設定するものとす

る．この場合，構造物の要求性能との関係において，特定の地震動を設定することがで

きる場合は，それを設計地震動としてよい．

（2）本標準では，設計地震動として，次の二つのレベルの地震動を「6章設計地震動」

に示す方法により設定するものとする。

L1地震動：構造物の建設地点で設計耐用期間内に数回程度発生する確率を有する地

震動

L2地震動：構造物の建設地点で考えられる最大級の地震動
一一

まずは地震

言にしながら

寺，断層の位

§交差角度に

卜する場合の

I岳トンネル

[か，覆工に

ヨシステムと

【解説】

（1）について

耐震設計では，構造物に影響があると想定されるすべての地震動を対象に，構造物の保有性能が要求性

能を満足していることを確認する必要がある．ただし，設計実務において，すべての地震動に対して上記

の確認を行うことは一般に困難であり，これらの地震動の中から，構造物の要求性能との関係から，特定デマッフ．等をー

L－－
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B章 設計地震動

6．1－般

（1）設計地震動は，建設地点周辺における活断層の分布状況や活動度等の調査結果，およ

び地盤の堆積構造や強震観測結果，地震活動履歴等の利用可能な資料を十分に活用して

設定するものとする．

（2）設計地震動は，建設地点の耐震設計士の基盤面を基準にして，水平方向および鉛直方

向について設定するものとする．

【解説】

（1）について

地震動の特性は，震源の特性，伝播経路の特性および対象地点周辺の地盤による増幅特性に依存する．

また構造物の地震応答量，損傷程度は地震動の振幅の大小だけでなく周期特性や経時特性によっても大き

く変化する．設計地震動は，これらの諸特性を適切に反映したものであることが望ましい．そのために

は，歴史地震の発生状況や活断層調査結果，地盤構造の調査結果，建設地点周辺での地震・常時微動観測

結果等の関連分野で利用可能な知識や査料を最大限に活用することが必要である．また，意思決定過程の

透明性を確保する観点から，設計地震動を設定する際に用いたデータや評価手法，意思決定の根拠などの

関連資料を設計図書に明記しなければならない．

また，本標準における設計地震動は，自然現象としての地震動に影響のある各種の物理的要因をもとに

設定するものである．そのため設計地震動は，構造物種別，設計に用いる計算モデルや構造物の重要度と

は無関係に評価しなければならない．

－

6．2耐震設計上の基盤面

耐震設計上の基盤面は，せん断弾性波速度または土質柱状図に基づき，比較的強固な連続地
甲

層の上面に設定するものとする．
－－
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【解説】

建設地点周辺の深層を含む地盤織造と不整形性は地震動に顕著に影響することが知られている．したが
って，地震動はこれらの影響を受けない硬質な岩盤（地震基盤：せん断弾性波速度が3.0km/s程度の堅
固な岩盤）の上面において規定し，この地震動に堆穣層による増幅等を考慮して，織造物への入力地震動
を推定するのが理想的である．しかし，鉄道構造物の設計で必要な周期帯域までを考慮できる精度で深部
地下溝造が判明している地域は少ないのが現状である．これらの背景と設計実務における土質調査の現状
を勘案して，設計地震動は耐震設計上の基盤面で設定するものとする．
耐震設計上の基盤面とは，以下の2つの条件を満足する地層の上面としてよい．
①せん断弾性波速度が400m/s以上の比較的強固な連続地層
②上層とのせん断弾性波速度の差が十分に大きく，下層とのせん断弾性波速度の差が小さい
この耐震設計上の基盤面は，必ずしも洪種層上面あるいは「鉄道構造物等設計標準・同解説（基礎構造
物)」に示される支持層とは一致しない．また，実際の地盤調査においては，支持層まで到達した段階で
調査を終了している場合が多く，せん断弾性波速度400m/sを満たす地盤まで到達していないケースも
あると考えられる．このような場合には，砂質土でN値50以上，粘性土でN値30以上の連続地層とそ
の上層との剛性比が大きいことを確認することにより，上記①，②の条件を満足するものと考え，この連
続地層上面を耐震設計上の基盤面としてもよい．

一
一
一

i
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6.3L1地震動の設定

L1地震動は，建設地点における構造物の設計耐用期間内に数回程度発生する確率を有する

地震動として，基準となる地震動に地域特性を考慮して設定するものとする．

【解説】

L1地震動は，主として鉄道構造物の安全性を車両の走行安全性の観点から照査するための地震動であ
る．また，これまでの経験からL1地震動に対して損傷させないように設計された構造物は，これまでの
大地震によく耐えてきたという事実もあり，構造物の降伏耐力を設定する際に参考とすることもできる．
国土交通省鉄道局からは,L1地震動として解説表63.1,解説図6.3.1に示す減衰定数5%の弾性加
速度応答スペクトルを，地域別係数として解説表6.3.2,解説図6.3.2を当面の間用いることがそれぞれ
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解説表6.31LI地震動の弾性加速度応答
スペクトル（減衰定数5％）

|応答加速度(gal)
|508×T0．4‘

周期T(s)

0．1≦T<0.2

0.2≦T<14

一
一

250

350×T-1'01．4≦T 〃＝5％ 一
一1，，，リI

50．10．51

周期(s)

解脱図63,1LI地腰勤の弾性加速度応答スペクトル
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6章設計地震帥41

〉調査は調査方

農費に比べて十

【解説】

建設地点周辺で過去に発生した地震に関する情報や周辺に分布する活断層等の地質学的情報等に基づ
き，建設地点において最大級の強さの地震動をもたらし得る地震をL2地震動の対象地震として選定す
る.L2地震動を選定する際には，わが国における過去の被害地震や活断層に関する特徴を総合的に網羅
した資料や，過去に発生した比較的規模の大きな地震のデータがまとめられた代表的な地震カタログなど
が利用可能である．また，わが国における活断層の情報を網羅したデータベースや地図などもあり，これ

らも有用である（｢付属資料6-1L2地震動の対象地震の選定のための資料」を参照).
一方，兵庫県南部地震以降，地震の発生源としての活断層の見直しと種々 の調査が精力的に行われ，そ

れらの成果は将来の地震の発生確率とともに地震調査研究推進本部')より順次公表されている．また，各
地方公共団体や国の研究機関による活断層の調査結果，強震動予測結果例えば2),3)も蓄種されつつある．こ

れらの情報は今後逐次更新されていくと考えられるため，その時点での最新の資料や情報を収集するとと
もに，それらの情報を総合的に踏まえた形でL2地震動の対象地震を選定する必要がある．ただし，現在

までに様々 な機関，組織によって強震動予測力蘂施されているが，何を目的としているかによって，予測

手法や結果に大きな差が生まれることに注意が必要である．そのためこれらの強震動予測の意図，目的，

解析手法を十分に理解したうえで，鉄道構造物の耐震設計に適した地震動となっていることを確認してお

く必要がある．

また，同一地点であっても対象とする構造物の振動特性によってL2地震動の対象地震が異なる場合が

ある．例えば，構造物の周期が長い場合や液状化が予測される地盤などでは，加速度が小さくても周期や

継続時間が長い地震の方が大きな影響を及ぼす可能性があり，遠方で発生する規模の大きな地震が選定さ

れる場合もある．例えば2011年東北地方太平洋沖地震では，震源から数百km離れた千葉県浦安市付近

で大規模な地盤の液状化が発生した．そのためL2地震動の選定にあたってはこのような特徴を十分に踏

まえておく必要がある．

kまず既存資料

j度等に関する

3査の事項，方

ﾖ囲は，現段階

E)ではいくつ

渡を考慮して

:礎的資料とな

とが重要であ

,れる各断層あ

i点から重要と

7であることを

判断するうえ

さらにL2地

'位置関係を把

参考文献

地震調査研究推進本部地震調蚕委員会：「全国を概観した地震動予測地図」報告書,2005.

中央防災会議首都直下地震対策専門調査会？首都直下地震対策専門調査会報告，2005．
大阪府：大阪府自然災害総合防災対策検討（地震被害想定）報告書,2007.
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6.4.4L2地震動の算定

6．4．4．1－般

L2地震動は，強震動予測手法に基づき地点依存の地震動として算定するものとする．ただ

し，詳細な検討を必要としない場合は，簡易な手法によりL2地震動を算定してもよい．ま

た,L2地震動の算定時には，伏在断層による地震についても配慮するものとする．
－

【解説】

L2地震動を算定する手法を選択する時の考え方を解説図6.4.2に示す.L2地謹動は，震源特性・伝

播経路特性．地点特性を考慮した強震動予測手法に基づき，地点依存の地震動として算定するものとす

る．ただし，詳細な検討を必要としない場合は，簡易な手法によりL2地震動を算定してもよい．

詳細な検討が必要な場合とは，

拳的情報と

ー
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…

NO

詳細な検討が必要か？

【筒

(］
YES NO

強震動予測手法によって

腿地震動を評価するか？

強震動予測

里逵壁
YES幽欝璽沙

す
計
ぞ’強震動予測手法による

L2地震動
手法による
獲動

~構鋤に及ぼす影習が‐
下限地震動より大きいか？

ぽす影習が‐
り大きいか？下限地震動よ

よ
で
分
で
ド
し
変

NO
YES

一

簡易な手
算定する
（6.4

ノ

｜ ’ ’瓢畷
簡易な手法により
算定するL2地震動
（6.4.4.3）

箇濃動予測手法により
算定するL2地震動
（6.4.4.2(1)）

手法により
L2地震動
2(1)）

下限地鯉勤
(6.4.4.2(2)）

↓↓ ↓
’’ END

解説図6.4.2L2地震動の算定方法

①モーメントマグニチュードMw=7.0よりも大きな震源域力建設地点近傍に確認される場合

②耐震設計上の基盤面より深い地盤織造の影響によって地震動の著しい増幅が想定される場合

である．上記①については，東海・東南海・南海地震などの巨大海溝型地震の震源断層力：陸地直下に潜り

込むような地点の近傍や，中央構造線などの大規模な内陸活断層など力欝存在する地点の近傍が該当する可

能性がある．「付属資料6-2L2地震動の算定時に詳細な検討を必要とする地域と対応の考え方」に詳細

な検討を必要とする地域の目安と対応の考え方を示すが，実際の適用に当たっては慎重に対応することが

望ましい．②については，耐震設計上の基盤面以深の地盤構造の影響によって，局所的に大きな地震動と

なる可能性がある．例えば新潟県中越沖地震においては，ごく限られた領域において周期2～3秒程度で

非常に大きな地震記録力噸測されたが，その要因としては地点の地震増幅特性と震源特性の組み合わせに

よって発生したと考えられている．解説表6.4.3,解説表6.4.4は標準的な地震増幅特性を有する地点を

念頭に設定したものであるため，深部地下構造の影響により地震動特性が大きく増幅することが分かって

いるような地域においてこれらの地震動を用いることはできない．建設地点の地震増幅特性を評価するに

は，地震観測，常時微動観測が有効であり，事前に調査を行うこと力窪ましい．これら調査に基づいて地

震増幅特性を評価する方法を，「付属資料6-2L2地震動の算定時に詳細な検討を必要とする地域と対応

の考え方」に示す．
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6.4.4.2強震動予測手法により算定するL2地震動

(1)L2地震動を強震動予測手法により算定する場合は，断層の広がりと破壊伝播の影

響，距離減衰特性，深部地下構造による地震動の増幅特性を考慮するものとする．
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｜（2）建設地点およびその周辺に活断層が知られていない場合においても，伏在断層による
地震が直下で発生する可能性に配慮するものとする．この伏在断層による地震動をL2

地震動の下限値として設定するものとする．

【解説】

（1）について

震源特性，伝播経路特性，地点増幅特性を考慮した強震動予測手法に基づき，地点依存の地震動を評価

する手法としては，理論的方法，半経験的方法，経験的方法がある．利用できるパラメータの量と質，設

計する構造物の重要性や動特性などを勘案しながら，適切な手法を選択することが望ましい．以下にそれ

ぞれの特徴を記すが，現状では2）の方法が耐震設計において最も適用性の高い方法である．

1）理論的方法

地盤機造や震源過程などを理論的にモデル化し，差分法や有限要素法，波数積分法などの数値解析法に

よって地震動を推定する方法である．深部地盤の調査を詳細に行った場合には，周期数秒程度より長周期

では，信頼性の高い予測結果力糊待される．しかしながら本手法において構造物の設計に必要な短周期成

分を精度よく推定することは，地盤構造の推定精度や計算容量を勘案すると現時点では困難である．そこ

で短周期側を2）または3）の方法で求め，これに理論的方法で求めた地震動を組み合わせるハイブリッ

ド合成法もある．震源近傍の堆積盆地上の地震動を予測する場合には，たとえ経験的グリーン関数が存在

しても，小地震の震源の位置によって，堆積盆地構造内で励起されるやや長周期の地震動の特性が大きく

変化する可能性があるので，上記のハイブリッド合成法を用いることが多い．

2）半経験的方法

建設対象地点で観測された小さな地震記録を，想定した断層の破壊過程に応じて重ね合わせることによ

って，当該断層の地震動を推定する方法である．伝播経路特性および地点の増幅特性が小地震記録（経験

的グリーン関数）によって正確に評価されていること力:期待されるため，現時点では鉄道構造物の周期帯

域付近において最も精度の高い強震動予測手法であると考えられる．しかしながら対象とする断層面上で

発生した小規模地震の観測記録が対象地点で観測されていない場合には，理論的方法または経験的・統計

的方法によってグリーン関数を評価することになる．この場合の予測精度は，グリーン関数を評価した方

法の糖度に依存するため，注意が必要である．対象地点において地震観測記録が得られている場合には，

地震動の信頼性は飛躍的に向上すること力期待されるため，対象地点において短期間の地震観測を行い，

地震観測記録を蓄積しておくことは非常に有効である．

3）経験的方法

距離減衰式などの各種経験式によって強震動予測を行う方法である．経験式によって断層の広がりや破

壊伝播の影響などを考慮できるように工夫されているものがあり，このような経験式はL2地震動の評価

に用いることができる．しかしながら，多くの経験式は与えられた条件に対する地震動の平均的な大きさ

を与えるに過ぎないことに注意が必要である．

上記1)～3）の各方法によって算定された地震動には，断層のモデル化のばらつきや，パラメータ設定

のばらつき，計算手法によるばらつきなど数多くの不確定性が含まれていることを認識しておかなければ

ならない．設計地震動を算定する際には，これらのばらつき，不確定性を適切に判断することが必要であ

る．さらに各手法を用いて算定される地震動がどの程度の精度を持っているかについても確認しておくこ

とが望ましい．予測精度を確認する方法としては，対象地点において観測された中小地震の記録に対し
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て，各手法を用いて予測を行った場合の再現性を把握しておくこと等が考えられる．

（2）について

活断層の存在が知られていない地域でも中規模以下の直下型地震が発生した事例は多く，それに伴う地

震被害も発生している．既往の研究では，概ねマグニチュード6．5以下の地震は活断層として地表に痕跡

を残していないものが多く，活断層データから地震の発生を予測することは困難であるとされている')．

このような理由から，本標準では，綿密な調査を行った場合においても，全国すべての地点で最低限考慮

するL2地震動の下限値として，マグニチュード6.5の地震が直下で発生することを想定することによ

り，震源断層が伏在する場合に備えることとした．

マグニチュード6．5以上の地震でも例外的に地表地震断層を出現させない地震もあるが，既往の被害デ

ータによると，これらの地震の被害程度がマグニチュード6．5以下の地震による被害の上限とそれほど大

きな差がないことが分かっている．そのためマグニチュード6．5の地震が直下で発生することを想定して

おくことによってこれらの例外的な地震に対してもある程度の対応は可能であるものと考えられる．

この下限地震動の弾性加速度応答スペクトルとしては，国土交通省鉄道局より当面の間，解説表6.42

および解説図6.4.3を用いることとされている2)．なお，解説表6.4.2は水平方向成分を想定した弾性加

速度応答スペクトルであり，このスペクトルは数値計算や観測記録との比較により，マグニチュード6．5

程度の地震が近傍で発生した場合における応答スペクトルをほぼ包絡すること力確認されている．なおこ

の下限地震動は，耐震設計上の基盤面としてせん断弾性波速度が400m/s程度の地盤を設定した場合の

弾性加速度応答スペクトルである．よって，この条件よりもせん断弾性波速度が大きな地盤を耐震設計上

の基盤面とする場合には，地盤条件の違いを適切に考慮した上で下限地震動を設定することができる．ま

た,L2地震動には発生確率を考慮しないため，下限地震動には地域別係数は考慮しない．

’
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解説表6.4.2下限地涯動の弾性加速度応答スペクトル（減衰定数5％）

周期T(s)

0.1≦T≦0.9

0.9<T

応答加速度(gal)

1100

1000×T－1．137

一
一
一
一

5000 I’,’’’

０
０
０
０
０
５

１

（
一
風
）
劃
製
晨
沖
這

100一減衰定数ﾉz=5%

’1，，0150｢''｡l'､''1

0．10．51

周期(s)

解説図6.4.3下限地震動の弾性加速度応答スペクトル
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6.4.4.3簡易な手法により算定するL2地震動

L2地震動を簡易な手法により算定する場合は，あらかじめ妥当性が検証された標準的な弾

性加速度応答スペクトルに基づき算定してよい．駈往の被害デ

とそれほど大

とを想定して

うれる．

解説表6.4.2

言した弾性加

チュード6．5

司る．なおこ

言した場合の

2耐震設計上

)ざできる．ま

一

【解説】

1）簡易な手法によりL2地霞動を算定する場合の弾性加速度応答スペクトル

簡易な手法によりL2地震動を算定する場合には，国土交通省鉄道局より当面の間，解説表6.4.3,解

説表6.4.4に示す2種類の弾性加速度応答スペクトル（標準応答スペクI､ル）を用いることとされてい

る')．これら標準応答スペクトルは,L2地震動の水平方向成分を想定した弾性加速度応答スペクトルで

あり，具体的には以下の地震動を想定したものである．

①海溝型の地震：プレート境界で繰返し発生するMw8.0程度の海溝型地震が60km程度離れた地点

で発生した場合の地震動を想定したもの（スペクトルI)で，その形状を解説図6.44に示す．

②内陸活断層による地震:Mw7.0程度の内陸活断層による地震が直下で発生した場合の地震動を想

定したもの（スペクトルⅡ）で，その形状を解説図6.4.5に示す．

これらの地震動は，既往の地震による観測記録を耐震設計上の基盤面位置に補正し，さらに想定してい

る地震規模，距離となるように補正して得られた応答スペクトル群に対して，一定非超過確率（非超過確

率90％）で包絡したものである2)'3)．これは，従来のL2地震動と同様の手順で算定されているが，近年

解説表64.3スペクトルIの弾性加速度応答スペクトル解説表6.4.4スペクトル11の弾性加速度応答スペクトル
（減衰定数5％）（減衰定数5％）

応答加速度(gal)

2200

1000×T-1･137

周期T(s)

0.1≦T≦0.5

05<T≦2．0

応答加速度(gal)

1500

1000×T-1､137

周期T(s)

01≦T≦0．7

0．7<T≦2．0
一

5000 1，0，‘I

言、、、
へ

爲1000
画
一
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減衰定数〃＝5％
100

1，‘，↑「I

5＄ 50.51

周期(s)

1

解説図6.4.4スペクトルIの弾性加速度応答スペクトル
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ルの設定方法付属資料6-3L2地震動の標準応答スペクト

1°はじめに

L2地震動は，震源特性，伝播経路特性，地点増幅特性を考慮した強震動予測手法に基づき，地点依存

の地震動として算定する．ただし，詳細な検討を必要としない場合には，解説表64.3,解説表6.4.4に

示されたL2地震動の標準応答スペクトルを用いることもできる．ここでは，このL2地震動の標準応答

スペクトルの設定手順，設定方法について解説を行う．

また，震源特性，地点増幅特性等の特殊な地域では,L2地震動の標準応答スペクトルを上回る地震が

発生する可能性があるため，詳細な検討が必要である．そこで過去に発生した大規模地震において,L2

地震動の標準応答スペクトルを上回る地震が観測された例についても示す． 課
斥
測
脳
ａ
２
－
月
農

盤
な
て
と
２

程

2.L2地震動の標準応答スペクトルの設定

2.1観測記録の収集

L2地震動の標準応答スペクトルとしては，以下の2つの地震を想定している．

①スペクトルI:モーメントマグニチュード""w8.0の海溝型地震が距離60km程度の地点で発生し
た場合

②スペクトルII:モーメントマグニチュードMv7.0程度の内陸活断層による地震が直下で発生した場
合

そこで，震源規模，震源距離が想定している地震動レベルと近く，地盤条件が良好であり（耐震設計上
の基盤面までの深度が10m以内),大きな加速度が得られている記録を収集した．また，耐震設計上の
基盤面よりも深い地盤構造の影響により，地震基盤の浅い地点においては，短周期成分が卓越し，一般的
な鉄道構造物の周期帯域では比較的小さな応答を示すことが確認されている')．ここで設定するL2地震
動の応答スペクトルは，一般的な鉄道構造物の周期帯域における増幅特性を勘案して，地震基盤が概ね
500mより深い地域における地震動とすることとした．よって記録を収集する際には，観測地点の地震基

付属表6.3.1検討に用いた地震の一覧（内陸活断履による地震）
｜
耐
－
１
ｌ
２
－
３
ｌ
４
ｌ
５
ｌ
６
ｌ
７

》
｜
加
一
狐
一
塊
一
別
一
釦
一
ｍ
一
蛇
一
皿

発震日

1995.01.17

2000.10.06

2004.1023

200410.23

2005.03.20

2007.03.25

2007.07.16

脳
一
噸
一
咽
一
服
一
砧
一
ｍ
｜
”
一
服

必
一
”
｜
卵
一
”
｜
“
｜
”
｜
即
一
恥
一
計

地震名

兵庫県南部地震

鳥取県西部地震

新潟県中越地震

新潟県中越地震（余震）

福岡県西方沖地震

能登半島地震

新潟県中越沖地震
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付属表6.3.2検討に用いた地震の一覧（海溝型地震）

１
１

ｌ
２
ｌ
２
ｌ
２
ｌ
加
一
認
一
塑
一
哩
一
８
ｍ
一
逓
一
皿
別
－
４
哩

数録．ｕ
一
言
画〃も脳発震日地震名

宮城県沖地震（1978年）

北海道南西沖地震

北海道東方沖地震

芸予地震

三陸南地震

十勝沖地震（本震）

十勝沖地震（余震）

紀伊半島南東沖地震（前震）

紀伊半島南東沖地震（本震）

釧路沖地震（本震）

釧路沖地震（余震）

宮城県沖地震(2005年）

茨城県東方沖地震

’
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ｌ
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ｌ
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ｌ
８
ｌ
９
ｌ
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－
ｎ
ｌ
皿
一
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６恥
１
２

7571978.0612

7．831993.()7．12

盲芳雲11
｜

｜
【

7．581993.10.04

6．86.7200103．24

7．02003．05.26 7．1

8.0802003．0926

7.3702003．0926

7.37.12004.09.05

7.57.42004.()9．05

;，地点依存

兇表6.4.4に

Jの標準応答

7-020041129 7．1
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636．32005．10.19

計
回る地震が

おいて,L2

盤深度を確認し，基盤深度力ざ概ね500mよりも深い地点の記録を選定した．

用いた地震観測記録数を付属表6.3.1,付属表6.3.2に示す．また，記録を収集する際に地点の特殊
な地震増幅特性や震源特性，表層地盤の顕著な非線形性などの影響を強く受けたと考えられる記録につい

ては，除外して検討を行っている．これらの除外した地震記録の詳細とL2地震動の標準応答スペクトル
との比較は3．で行うこととした．

2.2観測記録の補正

前項で選定された観測記録は,L2地震動の標準応答スペクトルとして想定している地震レベルをある
程度満足しているものの，地震規模，震源距離による違い，堆積層の増幅，減衰の影響等を多少含んでい
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付属図6．31観測記録の補正フロー

＝ ＝_一二・一一■=



－
１

『~二一

228

るものと考えられる．そこで，記録に補正を施すことによって，これらの影響を除去する．補正の流れを
付属図6.3.1に示す．

収集された地震記録は，地盤条件が比較的良好な地盤である（耐震設計上の基盤面までの深度10m以
浅)．しかし今回選定した記録は加速度レベルの大きな記録であり，表層地盤の塑性化の影響を比較的多
く含んでいる可能性がある．そこで，これらの記録に対して補正を施し，耐震設計上の基盤面位置での地
震記録に補正を行うこととした．補正には等価線形化法(FDEL2))を用いた．なお解析手法，地盤のモ
デル化の不確定性などを鑑みて，補正を行う記録は耐震設計上の基盤面までの深度5m以深の記録とし，
耐震設計上の基盤面までの深度がO～5mの記録については，それをそのまま耐震設計上の基盤位置での
記録として取り扱った．

またこれらの記録は，想定している標準地震と比較して，地震規模（マグニチュード)，震源距離が異
なる．そのため観測記録に対して距離減衰式3)を用いて補正を施し，想定地震規模，想定震源距離の応答
スペクトルを推定する．震源断層から観測点までの断層最短距離を求める際の震源断層の位置，断層サイ
ズは既往の震源インバージョンの結果を参考にしている．なお，スペクトルⅡの地震規模としては，
Mw=7.0の地震が直下で発生した場合を想定しているが，断層最短距離を3kmと設定した．これは，地

表面数kmには地震を起こしにくい領域があるとされており例えば4),地表に断層面が現れている場合でも，
この範囲では応力降下がほとんど発生していないことが指摘されていることを考慮したものである．
2.3L2地震動の標準応答スペクトルの設定

前項で示した手法を用いて，全観測記録の補正を行った．付属図6.3.2(a)(b)に補正後のすべて観
測記録の応答スペクトルをまとめて描く．これらの記録はすべて同じ地震規模，震源距離，地盤条件に補
正されているものの，スペクトルレベルでは，10倍以上のばらつきがあることが分かる．このばらつき
の原因としては，断層最短距離を等しくしてはいるが，断層面内のアスペリテイからの距離が大きく異な
っていること，断層の破壊伝播の影響などを無視していること等が考えられる．

そのため,L2地震動の標準応答スペクトルとしては，これらのばらつきの影響を考慮して設定する必
要がある．そこで，設計時の取り扱いを考えて，これらの補正を行った観測記録の非超過確率90%を満
足する線をもとに，簡単な直線で描くことを基本に設定することとした．ここで，非超過確率90％のス
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１
１
７
４ ペクトルを算出する際に，観測点から断層面までの距離，観測地震マグニチュードと想定している地震規
模の差が大きい観測記録に関しては,距離減衰式による補正誤差をより多く含んでいると考えられるた
め，補正倍率に対して重みをつけて検討を行った．つまり，マグニチュード"fbS,断層最短距離Robs
(km)の観測記録に対して，補正前後のスペクトル比の逆数

Eの流れを

度10m以

今比較的多

t置での地

地盤のモ

記録とし，

:位置での
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を観測点番号邦，周期t(sec)での重みとして与える．ここでSA(t)[Mv,D,R]は，地震規模〃W,震
源深さD(km)の地震が断層最短距離R(km)の観測点において距離減衰式より想定される周期オ(sec)
での応答加速度である．得られた非超過確率90％のスペクトルも付属図6.3.2(a)(b)に示してある．
以上の条件に基づいて設定したL2地震動の標準応答スペクトルを付属図6.3.3に示す．これらの応答
スペクトルを用いることで，想定した地震規模の観測記録に対して一定の非超過確率を有する構造物を設
計することが可能となる．
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3．L2地震動の標準応答スペクトルを上回る観測記録の例

上記の手順に従って設定したL2地震動の標準応答スペクトルは，想定した地震規模（スペクトルIで
はハ4W8.0の地震が距離60km程度の位置で発生した場合，スペクトルⅡでは"W7.0程度の地震が直下
で発生した場合）に補正を行った観測記録を統計的（非超過確率90％）に処理したものである．そのた
め，たとえ同一規模の地震が発生した場合においても，標準応答スペクトルを上回る地震が発生する可能
性は否定できない．特に深部地下構造や表層付近の地盤構成の影響によって，地点の地震増幅特性が特異
な性質を示すような箇所については，地震動が局所的に大きくなる可能性がある．ここでは，過去に発生
した大規模地震において得られた観測記録のうち，標準応答スペクトルを上回るような記録の例を付属図
6.3.4に示す．

これらの記録の中には，表層付近の薄い軟弱層の強非線形化等の影響によって地震動が大きくなった可
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能性が指摘されているものもあり，必ずしもこれがそのまま耐震設計上の基盤面位置での地震動に相当し
ないものも存在する．また，これらの観測記録と周辺の被害状況が一致しない等の指摘もあり，計測器の

設置状況の影響等も完全には否定できない．しかしながら地点の地震増幅特性によっては，このような非
常に大きな地震動が局所的に発生する可能性があることを念頭において検討を行うことは重要である．ま
た，このような特異な地震が発生することが指摘されている箇所周辺においてL2地震動を設定する際に
は，「付属試料6-2L2地震動の算定時に詳細な検討を必要とする地域と対応の考え方」の第4項により，

地震観測や常時微動観測等の調査を事前に行い，周辺の地震動特性を詳細に把握した上で地震動の設定を

行う必要がある．
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付属資料6-4短周期成分の卓越したL2地震動の考え方 、

1．はじめに

地震動の特性は，断層から対象地盤に到達するまでの過程によって大きく変化する．例えば，地震基盤

が浅いと短周期が卓越し，地震基盤が深いと卓越周期が長くなることが分かっている')．この影響によっ

て岩手．宮城内陸地震や東北地方太平洋沖地震等の震源近傍における地震基盤の浅い地域では，短周期成

分において3000galを上回るような非常に大きな地震記録が観測された．解説表6.4.3と解説表6.4.4に

示したL2地震動の標準応答スペクトル（スペクトルI,スペクトル1I)は，一般的な鉄道瀧造物の周期

帯域における増幅特性を勘案して，地震基盤力概ね500mより深い場合を想定して設定したものである

(｢付属資料6-3L2地震動の標準応答スペクトルの設定方法」参照).しかしながら，山間部等の地震基

盤が浅い地域において短周期成分が卓越するような地点においては，地震動特性が標準応答スペクトルと

は異なる可能性が考えられる．そのためこれらの地域に周期の短い構造物を設計する場合には，標準応答

スペクトルに加えて短周期成分の卓越を考慮したL2地震動も併せて設定することが望ましい．

建設地点の地震動特性を把握するためには，「付属資料6-2L2地震動の算定時に詳細な検討を必要と

する地域と対応の考え方」の第4項に示すように，地震観測，常時微動観測を実施することが望ましい．

ただし，これらの調査を実施しない場合には，地震基盤の大まかな構造のみから地震動特性を概略的に把

握することも可能であると考えられる．その際の短周期成分の卓越する可能性のある地域の区分と，これ

らの地域におけるL2地震動の考え方について記述する．

2．短周期成分の卓越する可能性のある地域

既往の物理探査やボーリング調査に基づいた全国の地盤構造をまとめた結果2)によると，地震基盤深度

は付属図6.4.1のように推定されており，地域によって大きく変化していることが分かる．このうち，地

震基盤が500m程度よりも浅い地域では，標準応答スペクトルとは異なり短周期側が卓越した地震動と

なることが分かっている')．

しかしながら現状の深部地下構造の調査間隔や推定精度，実務上の取り扱いを勘案すると，この結果の

みを使用して地震動特性の違いを分類することは困難であると考えられる．そのため先述したように地震

観測または常時微動観測を実施するのがよいが，それが不可能な場合には，当面の間，地震基盤深度が

1000mよりも浅い地点（付属図6.4.1の白塗りの地域を除く地点）においては，短周期成分が卓越する

可能性があると考えることとした．今後，地盤調査技術の推進，発展により地下構造推定精度が向上する

とともに，短周期成分の大きな地震動の発生メカニズムの解明がさらに進むことによって，地域ごとの地

震動の分類，使い分けがより明確となることが期待される．

１
１
１
１

3．短周期成分の卓越したL2地震動

既に述べたように，地点の深部地下構造によって地震動特性が大きく変化する．例えば付属図6.4.2お
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よび付属図6.43は，地震基盤が浅い地域で観測された比較的規模の大きな地震記録（海溝型地震，内陸
活断層による地震）を，標準応答スペクトルの想定規模（スペクトルIではMw8.0,断層最短距離60

1
km程度，スペクトルIIでは,Mw7.0程度の地震が直下で発生した場合）に補正を行った結果を示した
ものである')．またこれらの図には，それぞれの補正した観測記録を非超過確率90%で包絡するスペク
トルも示している．これらの結果を見ると，観測記録を補正した結果は,0.3秒程度よりも短周期側で標
準応答スペクトル（スペクトルI,スペクトルI1)を上回っていることが分かる．一方で周期が長くなる
と,標準応答ｽぺｸﾄﾙは地震基盤の浅い地域における観測記録を大きく上回っている.そのため第2項
で示した短周期成分の卓越する可能性のある地域で等価固有周期が0．3秒よりも短い椛造物を設計するよ
うな場合には，これらの結果を参考にして標準応答スペクトルに加えて短周期成分の卓越した地震動も
L2地震動として設定するのがよい．

この場合のL2地震動を付属表6.4.1,付属図6.4.4(スペクトルI),付属表6.4.2,付属図6.4.5(ス
ペクトルI1)に示す．また，時刻歴波形を付属図6.4.6,付属図6.4.7に示す．この時刻歴波形を作成す
る際の位相特性等の設定条件は，標準応答スペクトルの時刻歴波形を算定した場合と同様である．
これらの地震動の想定規模，設定条件などは，標準応答スペクトルと同様であるため，適用範囲や距離

付属表6.4.2短周期成分の卓越したスペ
クトルI1の弾性加速度応答
スペクトル

付属表6.4.1短周期成分の卓越したスペク
トルIの弾性加速度応答スペ
クトル
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付属図6.4.7短周期成分の卓越したスペクトル1Iの時刻歴波形

等による補正なども同様の条件で用いることが可能である．ただしこの場合にも，解説表6.4.2に示す下
限地震動を下回る地震動をL2地震動として設定することはできない．
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6.4.5（ス

を作成す
4．適用する場合の注意点

付属表6.4.1,付属表6.4.2に示す地震動は，短周期成分の卓越する可能性のある地域において，等価
固有周期が0.3秒よりも短い橋梁・高架橋を設計する場合に適用する必要がある．ただし，以下の場合に
は，この地震動を用いる必要はない．

①液状化時の検討

液状化時の検討においては，長周期成分の大きな解説表6.4.3と解説表6.4.4の地震動の方がより大き
な応答値を与えると考えられるため，構造物の等価固有周期が短い場合であってもこの地震動を用いる必
要はない．

②開削トンネル

開削トンネルのような地中構造物では，地盤変位による影響が支配的であり，解説表6.43と解説表
6.4.4の地震動の方がより大きな応答値を与えると考えられるため，短周期成分の卓越した地震動を適用
しなくてもよいものとした．

③土構造物，橋台等

盛土構造物の地震応答値は，一般的にはニューマーク法によって算定している．この場合解説表
6.4.3と解説表6.4.4の地震動の方が大きな応答値を与える場合が多いため,短周期成分の卓越した地震動
を適用する必要はない．また橋台の地震応答値を「11.2応答値の算定｣に示される手法で算定する場合，
固有周期の短い橋台では付属表6.4.1,付属表6.42に示す地震動の方が大きな応答を与えることがある．
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しかしながら固有周期の短い橋台の地震時応答は，背面盛土の滑動による影響が卓越するため，盛土構造
物と同じように扱うことが可能であり，この場合，短周期成分の大きな地震動は適用しなくてもよいもの
とした．
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